
Japan Advanced Institute of Science and Technology

JAIST Repository
https://dspace.jaist.ac.jp/

Title
公設試験研究機関の活動に関する現状分析(地域の科学

技術)

Author(s) 佐脇, 政孝

Citation 年次学術大会講演要旨集, 18: 682-685

Issue Date 2003-11-07

Type Conference Paper

Text version publisher

URL http://hdl.handle.net/10119/6982

Rights

本著作物は研究・技術計画学会の許可のもとに掲載す

るものです。This material is posted here with

permission of the Japan Society for Science

Policy and Research Management.

Description 一般論文



2E18 公設試験研究機関の 活動に関する 現状分析 

0 佐脇 政争 ( 未来工 研 ) 

「． はじめに 

公設試験研究機関 ( 以下、 公設 試と 記述する ) は、 地方公共団体が 地域の産業振興や 生 

活環境の改善のために、 技術的知識を 直接的に生産し、 提供する科学技術施策であ る。 

都道府県が平成 n1 年度に支出した 科学技術関係経費 ( 決算額べース ) は約 6,810 億円 

であ り、 公設試の経費はこの 約半分 ( 約 3,410 億円 ) となっている。 

木杭 は 、 この地方公共団体が 多くの予算を 投入して直接的に 技術的知識を 生産し活用す 

るという政策について、 その活動の現状を 分析・考察するものであ る。 

2 . 公設試の活動の 分析枠組み 

( T ) 分析の対象とデータソース 

公設試は工業系 ( 工業技術センタ 一など 八 農林水産系 ( 農業試験場など 八 保健・環境 

系 ( 環境研究センタ 一など ) などに大きく 分類されるが、 本稿では都道府県立の 工業系の 

公設 試 (47 都道府県の 60 機関 ) に絞って分析を 行っだ。 

公設試の事業の 状況については、 「公設試験研究機関現況」の 平成 12 年版 (( 財 ) 日本 

産業技術振興協会 ) に記載の平成 nl 年度のデータを 利用することとし、 各事業を行う た 

めの費用としては 科学技術政策研究所「地域における 科学技術振興に 関する調査研究 ( 第 

5 回調査 ) 」の平成 11 ギ - 度の対象公設 試 の事業費用データ ( 決算べース ) を用いた。 

( 2 ) 工業系公設試の 事業分類 
表 1  公設試の事業分類 

一般に公設の 工業系試験研究機関の 主な任務は 、 

研究活動や技術指導、 研修生の受け 入れなど非常 

に 多岐にわたっている。 分析のためにこれらを 大 

きく 3 つに区分しだ ( 表 1 ) 。 

まず第一の区分は 技術の直接開発を 目的とした 

「研究開発活動」 であ る。 第二の区分は 技術指導 や 依頼試験など 企業の技術開発支援であ る か 弟 

は 具体的な課題や 問題点に対して 対応するのでは な Ⅰ ノ ，、 材育成や情報提供など 中 ・長期的に地域 

企業の技術力向上を 図っていく事業であ る。 

以下では、 第 2 、 第 3 の区分は 「企業支援活動」 としてひとくくりにして 考察する       

: 3 ) 分析の考え方 

本稿では、 公設試の事業のアウトブットを 指標化し、 公設試の活動の 比較・分析を 試み 

た " 指標化にあ たっては、 上記の 2 つの活動区分ごとに 以下のような 方法を採用した ， 

研究開発活動の 成果としてば 本来、 特訓のように 第三者が利用できる 形にまとめ、 それ 

を 地域企業にもたらすというものであ る。 しかし、 この成果の金銭べ ー スでの評価 は 推計 
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が 困難であ るか、 指標が必ずしも 実体を反映しないため、 本稿では特許取得数や 論文発表 

数などの事業成果のデータ ( 表 2 参照 ) をもとに、 主成分分析。 こ よる指標化を 行った     : 

企業支援活動については、 技術指導や調習会のような 形で受益者が 受ける便益を 金銭べ 

ー スでの評価を 行い、 これを公設試の 経常的経費 ( 決算べース ) で割ったもの、 す かわら 

費用便益比を 指標とした。 
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4 ) 便益の貨幣換算の 考え方 

曲用便益分析は 公共施設建設など 事業 

紺 ，Ⅲが長期にわたって 使益 をもたらす 

人山菜評価に 対してよく行われるが、 

楠では公設 試 が提供するサービスに 類 

しだ サービスを民間が 提供している 事 

か存在することなどの 理由から、 平成 

Ⅱ度に実施された 事業に対して「代替 

，を用いた公設試の 事業評価を行った。 

まず、 公設 試 が行ってい 表 2  都道府県 

研究機関 毎の 
8 種類の事業の ( 必要な事業 
年間実施件数 ほ ついて ) 

①技術アドバイザ 一事業   
事業件数を 

②巡回技術 指音 民間単価の x 
③個別技術指導・ 技術相談 
④依頼試験 

単位に換算 
する 

⑤設備使用 ⑥講習会・研究会 パラメータ 
⑰ 青 """" 。 
⑧研修生吏人 

図 1  公設 試 ㈲提供する便益の 貨幣換算の考え カ 

立 工業技術センタ 一の活動状況 (GO 機関 : 平成 11 牛疫， 

る 8 つの事業カテゴリ 一の 

年間の供給件数を 把握し 

( 表 2 参照 八 それら事業に 
対応 - Ⅰ " る 民問 市 業者のサー 

ビス㈹市場単価に 妥当する 

値を抽出した ( 表 3 ) " l 。 

また、 公設試の年間供給件 

数と、 市場単価の単位が 異 

なるものについてば、 資料 

中 ( 「公設試験研究機関現況 

特許保有数 805 件技術アドバイザ 一指導     3・           

特許出願 数 1, 088 件巡回技術指導       "7 りドト 

当年度特許取得 数 90 件個別技術指導・ 技術 相                 ヅ 89. 594 件 

当年度特許出願 数 213 件依頼試験   
学 協会誌発表 592 件設備使用   
宇 協会口頭発表 1. 117 件講習会、 研究会 925 ft 

情報誌 (7) 発行 610   220 fl% 
  

研修生受け入れ 4,784m Ⅰ @f 二 

出所Ⅱ 財 ) 日本産業技術振興協会「平成 12 年度公設試験研究機関現況   

より作成 

調査」 ) より、 甲 位の換算が可能となる 記述例を集め、 こ ㈹ り， 

均肺で ヰ業 1 件当たりの換算レートを 定めた " 。 

表 3  各事業の金額換算単位表 

市場単価 備考 
1 0 0 千円 / 日 技術コンサルタン。 料金 ( 1 時間 当た 

1 0 0 千円 / 日 り 2 万円程度 ) より算出。 技                                                       

れ 0 千円． ツ @ ついては電話問い 合わせ分を考 週   

1 ぉ 千円 ソ 項目 民間事業者価格                                                                       
  4 C   千円 ソ件 民間レシタル 事業者価格 ( 1 ケ ハ価格   

2 5 千円 ソノ、 民間セミナ一事業者価格より 算出 

1 千円 ソ冊 技術関係月刊誌Ⅰ℡として 想定 
    ， : f 千円 ツ 人日 民間研修事業者の 平均的価格上。 算出 

対象事業事業 事業Ⅰ 件 当だり換算 

技術 ア ドバイザ一指導 5 . 2 日ソ 件 

巡 Ⅲ技術指導 ㌧ 一   
依願試験     4  エ真日． ，，， ィ半 

                白帯 7 億， @     2@ 6       @ 、 ツ回 
情報雑誌の発行 
研修生受け入れ 2@ 2             

注 : 「引業 1 件当たり換算」は「公設試験研究機関現況」中に 単位の換算 " 可能となる記述例を 集め、 その平均 匝 

キ節                                     

3 . 指標化の結果と 考察 

( 1 ) 研究開発活動の 指標化 

平成 11 牛皮における、 60 の公設 試の 「特許保有数」「特許出願 数 」「平成 11 牛皮の特旨 : 「 

取得 数 」「平成 nl 年度の特許出願 数 」「平成 11 年度の 学 協会誌原稿発表数」「平成 nl 年度 
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の学 協会口頭発表数」の 6 つの ヂ一 タを主成分分析によって 一つの指標 ( 研究開発活動指 

標 ) に縮約した。 分析の結果は 以下の通りであ る。 

表 4  相関行列 表 と固有ベクトルの 係数 

所有時 特許由 ll 年度 ll 年度 学 協会 学協会 

計数 願数 特許取 出願 数 誌 発表 口頭 発 

得 数   表 数 
所有特許 数 1 .000 所有特許 数 0.853 

特許出願 数 0.700 1 .000 特許出願 数 0 ・ 872 

数 午 庚 井 寺 許 取 伯寸 0.758  0.516  1.000 @ 年度特許取得 数 0 ． 727 

l i 年度出願 数 0.6l 8 0.870 0.493 l.000 l l 年度出願 数 0 ． 87 1 

学 協会誌発表数 0.354 0.465 0.277 0.53l l .000 学 協会誌発表数 0 ． 66l 学 協会口頭 発 表 数 0.667 0.612 0.498 0.658 0.666 1.000 学 協会口頭 発 表 数 0.846 

注 : 抽出された因子は 1 つで、 65.5%0 であ った。 

抽出された研究開発指標は 特許出願や取得 数 が多 い 、 学協会での口頭発表が 多 い などの 

場合に大きくなり、 研究開発活性度を 示す指標といえる。 

( 2 ) 企業支援活動の 指標化 

今回調査の対象とした 60 機関全体の各事業の 評価額は表 5 のようになる。 平成 11 年度 

データでは総額 
表 5  各事業の評価額 ( 平成 11 年度 ) 

で 552.3 億円に 対象事業事業 事業件数 1 件当たり換算学 評価額 ( 千円 ) 

相当することに 
技術アドバイザ 一指導     309     5 2 0 千円 680, 680 

巡回技術指導 4, 776  件 1 1 0 千円 525, 360 

なる。 これに 対 個別技術指導・ 技術相談 289. 894 件 8 0 千円 23, 191, 520 

して公設 試 の 総 依頼試験 407, 097  件 2 5 . 2 千円 10, 258, 844 

設備使用 110, 096  件 1 4 0 千円 15, 413, 440 

予算 (637.8  億 講習会・研究会 925 件 6 5 2 . 5 千円 603, 563 

情報雑誌の発行 
円 ) のうち施設 

          220  冊 Ⅰ ヲ " 円   
研修生受け入れ 4, 784  件 8  2  4  .  4  千円     943   930 

整備費、 庁舎 改 ムき十 ロ 口       227         

修 費などを除い 

た経常的費用 (509.0 億円 ) に対する比率は、 1.085 となり、 便益が費用を 上回っている。 

一方、 機関別の指標を 見てみると、 1.0 を超えるものは 31 機関 ( 全体の 51.7%0) で半分 

を」二回っており、 最大から最小まで 約 40 倍の開きがあ る。 

( 3 ) 研究開発活動指標と 企業支援活動指標による 公設試の活動の 分析と考察 

研究開発活動指標と 企業支援活動指標を 二つの要素として、 60 の公設試を分類した。 ま 

ず 、 企業支援活動指標では 費用便益比率が 1 以上 ( 便益姉費用 ) か 以下かでグルーブ 分け 

し 、 研究開発活動指標がゼロ 以上 ( 研究開発指標の 平均値がゼロであ るため ) か 以下かで 

60 の公設試 む 4 つぼ分類した ( 表 6 参照 几 

研究開発活動指標の 大き。 グループ ( オールマイティ 型、 研究開発重点型 ) では指標の 

小さいグルーブに 比べて、 技術職員数、 博士号取得者数、 所有特許 数 、 出願特許 数 、 研究 

若一人あ だり保有特許および 研究者一人あ たり学協会口頭発表などで、 有意に指標値が 大 

きい。 逆に、 費用便益指標の 大きいグルーブ ( オールマイティ 型、 企業支援重点型 ) では、 

研究者一人あ たり技術指導・ 相談、 研究者一人あ たり依頼試験で 指標値に有意差があ る。 

ところ 力く 調査 ィリ l     冗費および、 研究者一人あ たりの調査研究費は、 平均値に有意な 差があ 

るものの、 研究活動指標の 小さな「どっちつかず 型 」の方が、 研究開発活動指標の 大きな 

「オールマイティ 型」よりも多くなっている。 また、 研究者の博士号保有比率 は 、 「研究明 
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発 Ⅰ :.; 型」で は 多くなっているが、 「オールマイティ 型」 では「企業支援重点型」「どっち 

っ かず 型 」よりも小さい。 オールマイティ 型では実数は 多いが、 保有比率は低いのであ る。 

表 6  グルーブ別の 各種平均値の 比較 

グルーフ     企業支援重 どっちつか オールマイ 研究開発重 全体 

  点型 ず型 ティ型   点型 

研究開発指標 研究成果 小 研究成果 小 研究成果大 研究成果 太 

費用便益 L ヒ 便益姉費用 便益 く 費用 便益姉費用 便益く費用 
公設 試放   15   14 GO 

技術職員、 数 36.9 43.0 10333.0 76.0 54.2       

博士号取得者数 3.9 3.4 8.8 14.3 6.7           
調査研究費 63,618 129,217 111,236 16G     730 108,839       

所有特許 数 5.4 5.3 22.7 :i2.4 13.4       

出願特許 数 9. l 9.3 31.3 38. 1 ] 8. 1       

研究者一人あ たり調査研究費 1,693 3,129 1,129 3,056 2,314     

研究者の博士号保有比率 10 ・ 2 10.2 8.4 20. 1 12.3     

研究者 -. ノ 、 あ だり保有特許 0 ・ 16 0 ． 14 0 ． 28 0.46 0.24       

研究者   - ノ 、 あ たり学協会口頭発表 0 ・ 22 0 ・ 19 0 ・ 44 0 ・ 62 0 ・ 33       

研究者 - ノ 、 あ たり指導普及 費   497 24G   515 

研究者一人あ たり技術指導・ 相談 129.8 42.9 116. 5 54.3 89. 1       

研究者一人あ たり依頼試験 190 ・ 2 97.5 225.4 55.4 1:39. 1       

注 : 右端欄の木印は 5 % 。 の危険率で各バループ 間の平均値に 有意差があ ったもの。 

これらの点から 見ていくと、 「どっちつかず 型 」公設試は組織規模的には「企業支援型」 

とほぽ   同じであ るのに、 調査研究費が 多くなっている   点が特徴的であ る。 比較的小規模な 

技術職員の人的リソースを、 調査研究費をつけて 研究開発に振り 向けた結果、 研究開発 活 

助も企業支援事業も 十分に成果を 上げられなかったのではないかと 考えられる。 「オール 

マイティ型」 のように技術職員の 規模が大きい 公設 試 では、 研究開発に人的リソースを 振 

り 向けても、 企業支援との 両立ができたものと 考えられる。 

4 . おわりに 

本稿では公設 誠 における研究開発活動と 企業支援活動に 着目して、 その活動状況の 分析 

な 行った。 

①研究開発活動指標と 企業支援活動指標によって、 公設試の事業特性を 4 つのグルーブ 

日 4 つのグルーブには「研究開発重点型」 「企業支援重点型」 ・に分類することができた 

といった、 宇業 成果に特徴のあ る公設 試 があ る - 方で、 技術職員数の 大きな 「オール 

マイディ 型 」 公設 試 では研究開発と 企業支援の両立がはかられている。 

②研究開発活動指標、 企業支援活動指標のいずれも 小さい「どっちつかず 型 」公設 試は   

技術職員数の 規模が小さいところに、 大きな調査研究費があ り、 技術職員の人的リソ 

ースの配分、 あ るいは技術職陰気 簿 そのものに課題があ るのではないかと 考えられる。 

地フテ 公設 試 における研究機能の 強化が期待されているが、 研究開発活動への 傾斜は上で 

兄 たような技術指導などの 事業の圧迫も 予想され、 研究開発能力の 高度化と、 地域企業の 

技術力に合わせた 技術移転を行える 機関としての 役割をどうのように 保ち続けるかといっ 

た視点からの 対応が必、 要となろう。 

， 主 。 1 , 色種，   一 ビスの価格情報を 収集し、 1 日 、 お 検査 1 件。 ど 単位 目 だ " 単価の平均値を 求 め 

  

「 2 ] 例えば「技術アドバイザ 一派遣事業では @ 派遣 

件数の他に、 派遣延べ日数の 記述㈹あ ろケース " あ る   
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